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資料１ 「「動物用食べるワクチン」の開発による感染症対策の強化」の全体像（位置づけ）

2
ＳＩＰ／ＰＤの提案・意見

近年、畜産経営を脅かす家畜感染症が世界各地で急増・問題化している中で、リスクのある生ワクチンや抗生物質の使用に変わる新
しい防除法が求められている。その中で、SIP2やPRISMの成果を活用することで、新たな経口ワクチン開発の見込みができた。これによって、
統合イノベ戦略に記載された「レジリエントで安全・安心な社会の構築」における新たな生物学的脅威に対する対応力強化に貢献するとと
もに、経済安全保障推進上の対応が急務となっている政府の動物感染症対策の強化を図る。

〇抗生物質の多用による薬剤耐性菌の出現が社会的な問題
〇生ワクチンは、他のウイルスとの組換えやワクチン株による病気の発症など安全性に懸念
〇感染症予防のためのワクチン接種は、注射の手間がかかる

課題 リスクのある生ワクチンや抗生物質
の使用に変わる新しい経口ワクチン
投与技術が必要

SIP2においてカイコで高機能タンパク質を製造する基盤技術を開発

スーパーカイコ創出

〇ゲノム編集・遺伝子組換え技術の高度化
〇データ駆動型アプローチ
〇遺伝子発現・カイコ生体データベース

・生産性向上
・製品機能向上 ・有用タンパク質をシルクに融合・

封じ込める技術

有用タンパク質
シルクの断面

・カイコで抗原タンパク質を合成
する技術

抗原タンパク質

・動物ワクチン
・試薬、診断薬
・高機能シルクなど

抗原タンパク質をシルクに
融合・封じ込めることで
新たな経口ワクチンの
開発が実現可能

シルクの断面

PRISM（R3‐R4）成果

高機能タンパク質

抗原タンパク質

SIPの遺伝子組換えカイコを用いたタンパク質合成技術を社会実装し、新たな経口ワクチンを開発

①動物用経口ワクチン素材の開発
〇カイコのタンパク質合成能力を活用して、
動物用経口ワクチン素材を開発

②動物用経口ワクチンの投与技術の開発
〇経口ワクチン素材を、動物に投与し効果を実証

組換えシルク

経口ワクチン製品と
して実用化に必要
な仕様を決定

動物へ経口投与



資料２ 「「動物用食べるワクチン」の開発による感染症対策の強化」の概要
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【背景・現状・課題】
• 動物感染症は世界各地で急増しており、豚・鶏・牛などの家畜種を問わず問題化している。人獣共通感染症の広がりも懸念され、ヒト、動物、生態系を一

体として捉える考え方のワンヘルスアプローチの重要性が指摘されている。
• その中で、抗生物質の多用による薬剤耐性菌の出現が社会的な問題となっている。細菌感染による各種家畜の呼吸器病や下痢症等の治療や、養殖魚へ

の感染症対策として、抗菌剤が使用されており、その使用を減らすため安全で有効性の高いワクチンが求められている。
• 動物感染症対策の一つとして弱毒化生ワクチンが使用されているが、ワクチン株による病気の発症などの懸念や、海外製に依存していることから安全性や経

済安全保障上の懸念もある。
• 注射によるワクチン接種は、手間がかかり、動物福祉の問題もあるため、使いやすく安全で有効性の高い経口ワクチンの開発が現場から求められている。

【施策内容】
• SIP課題の研究成果であるカイコによる高機能素材の製造技術を活用し、まず、細菌やウイルスの抗原を含む経口ワクチン素材を開発する。次にPRISM課

題の研究成果である難消化性のシルク素材の特性を活かしたドラッグデリバリーシステムを活用し、動物への経口投与試験を行い疾病予防効果を調査する。
これにより、安心・安全で豊かな食が提供される持続可能なフードチェーンの構築にも貢献する。

• 内閣府が委託した事業化支援機関と調整し、新たな経口ワクチン素材の生産等を担うスタートアップの新規事業創出・拡大を検討する。

【研究開発等の目標】
• カイコの有用タンパク質合成能を生かした使いやすく有効性の高い経口ワクチン製品の開発に必要な研究開発を推進する。そのため、細菌やウイルスの抗原

をシルクと融合させた素材等を開発するとともに大量生産体制を整備し低コスト化を図り、経口ワクチン製品として実用化に必要な仕様（安全性、有効
性）を決定する。

【社会実装の目標】
• 技術開発要素として必要な課題の解決は3年での達成をめざす。事業終了後は、官民共同で製薬企業が主体となり、経口ワクチンの臨床試験と、薬機法

等の規制対応を進め、2030年頃までに製品として実用化する。

【対象施策の出口戦略】
• BRIDGE終了後、農水省施策「昆虫の機能を活用した新素材の開発」等に係る予算や、民間からの研究開発投資を活用し製品化。
• 薬事申請の対象となる動物用医薬品としての経口ワクチンの導入を行いながら、一方で、開発された技術を活用した飼料添加物・衛生対策資材や、緊急

時に備えた備蓄用ワクチンとしての利用も検討する。
• 各種感染症の予防に利用可能なエビデンスを蓄積し、様々な病原菌・ウイルスへの適用や、水産養殖、犬や猫などのコンパニオンアニマルへの適用拡大を図

る。
• 以上により、リスクのある抗生物質や生ワクチンの注射等に頼らない高度な公衆衛生政策への転換をめざす。



資料３－１ 「「動物用食べるワクチン」の開発による感染症対策の強化」のＢＲＩＤＧＥの
評価基準への適合性

○統合イノベーション戦略や各種戦略等との整合性
• 統合イノベーション戦略2022の レジリエントで安全・安心な社会の構築における新たな生物学的脅威に対する対応力強化に貢献するとともに、「戦略的

に取り組むべき基盤技術」バイオテクノロジーにおける「革新的な素材や燃料をはじめ、幅広い分野でバイオ技術の研究開発や社会実装を強化し、経済
成長と社会課題の解決の二兎を追えるイノベーションとして、経済産業全般にわたるバイオものづくり革命を加速させる。」に位置づけられる。

• バイオ戦略における位置づけとして「ヒト、動物等の垣根を超えた世界規模での取組（ワンヘルス・アプローチ）の視野に立ち、各種感染症に対する予防・
診断・治療手段を確保するための研究開発を推進。」に合致している。

• 内閣官房が取りまとめを行っている薬剤耐性(ＡＭＲ)対策アクションプラン(2023-2027)では、畜産分野における約94tの動物用抗菌剤（2020年の
使用量の15％）の削減を目標としており、ワクチン等の疾病予防による抗菌剤使用量の減少が求められている。

• 家畜生産の大規模化、集約化が進む中で、ワクチン投与の省力化は需要が大きく、効率的な疾病予防の観点からの重要性から、みどりの食料システム
戦略（農水省）において、「多機能で省力型の革新的ワクチンの開発」が求められており、本研究は農水省の施策にも合致している。

○重点課題要件との整合性
• 「SIP成果の社会実装に向けた取組」としては、SIP2においてはカイコによる有用タンパク質生産の要素技術を開発し、既に原料生産をめざすスタートアッ

プ企業等の参画を得て、日本各地で生産拠点の整備が進みつつある（現在7か所）。PRISM成果も活用して医薬品等での実現可能性も見い出して
いる。

• これらの技術にBRIDGEによる研究開発を加えることで、経口ワクチン生産体系を拡大することが可能である。
• 製品化にあたり、製薬企業等からのフィードバックを得て仕様設計を行い、対応できる感染症の拡大を図ることで、BRIDGEの取組により成果の社会実装

を加速化できる。
• 「スタートアップの事業創出に向けた取組」としては、カイコを含む昆虫を用いた医薬品等の生産をめざすスタートアップ企業に対して、新たな事業創出モデル

を提供でき、バイオマテリアル分野におけるスタートアップ育成や事業拡大に貢献する。
• その他、国際競争力確保と経済安全保障の観点から、新たな経口ワクチンの他、開発された技術を活用した飼料添加物や衛生対策資材等の製造・販

売を担う民間企業の我が国における参入・底上げを促し、中山間地域等での原料生産の拡大による社会実装も進める。

○ＳＩＰ型マネジメント体制の構築
• PDによるマネジメントのもと、関連施策を担う農林水産省等と連携しつつ、四半期ごとの進捗状況等を確認して成果創出のための研究体制や資金配分

の機動的な見直しを行う。
• また、社会実装を確実にするため、バイオ関連の研究者や民間企業等の有識者参画による進捗状況の点検を行い、施策や工程表の見直し・加速化を

図る。
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資料３ー２ 「「動物用食べるワクチン」の開発による感染症対策の強化」のＢＲＩＤＧＥの
評価基準への適合性

○民間研究開発投資誘発効果、財政支出の効率化
• BRIDGE対象施策を実施することによる民間研究開発投資誘発効果としては、カイコ・タンパク質生産事業への投資効果（2030年度に15億円程

度）、及び経口ワクチン・衛生対策資材の製造・販売による投資効果（2030年度に35億円程度）が期待される。

○民間からの貢献額（マッチングファンド）
• 複数の参画企業による投資 年間50,000千円程度のマッチングファンドを見込む。具体的には、研究参画企業から年間計40,000千円（人件費約

20,000千円、試験研究費・調査費等約20,000千円）、技術提供を行う協力企業から、年間計10,000千円程度の投資を見込む。

○想定するユーザー
• 経口ワクチン素材生産を担う複数社の参画を見込む。その他、開発販売を担う動物医薬品メーカー、実証を行う畜産業者の参画も見込む。その他、開

発販売を担う動物医薬品メーカー、実証を行う畜産業者の参画も見込む。
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動物用医薬品の世界市場の拡大
2019年

427億ドル
（4.7兆円）

2023年
547億ドル
（6兆円）

1.3兆円増/4年

成長率予測
6.5%/年

（(株)グローバルインフォメーション）

飼料添加物の世界市場の拡大
2018年

330億ドル
（3.6兆円）

2023年
443億ドル
（4.9兆円）

1.3兆円増/5年
（リサーチステーション合同会社）

成長率予測
6.5%/年

2030年
850億ドル 1

（9.3兆円）

2030年
670億ドル 1

（7.4兆円）

4.6兆円増/11年

3.8兆円増/12年
1成長率予測を元に試算

日本のシェア

16%程度

(動物用医薬
品の2019年
度データ2より）

成長率予測
6.1%/年

成長率予測
6.1%/年

計約8.4兆円増

計約1.3兆円増

売上高研究開発費率3

10%(医薬品) 

3総務省「科学技術研究調査報告 (2020) 」

計 1300億円増

計 50億円程度増を見込む

・新たな経口ワクチン・衛生対策資材
の製造・販売による投資誘発効果
（3社〜）
・新たな感染症診断薬等への展開に
よる投資誘発効果（２社〜） 計35億円程度

原料生産事業への投資誘発効果
（5社〜） 計15億円程度

BRIDGEでこのうち4%程度の貢献を目指す

2農水省「動物医薬品検査所年報 (2019) 」加えて、将来は
バイオ医薬品・再生医療等関連産業 へ展開

2030年に
目指す市場

3.3兆円 4
4内閣府「バイオ戦略2020」



資料４ イノベーション化に向けた工程表
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１年目

BRIDGE実施期間

実施事項
・研究者、農水省関係部局、有力企業等などの有識者で意見交換を行い、制度・規制に関する課題を確認し、具体的な
社会実装計画を立てるとともに、社会実装後の競争力確保のための戦略を考案する（GRL４）

みどりの食料システム戦略（農水省）

「多機能で省力型の革新的ワクチンの開発」
家畜生産の大規模化、集約化が進む中で、ワクチン投与の省力化は現場からの需要が大きく、効率的な疾病予防の観
点からも重要。経口投与型の新たなワクチンは、従来の注射型ワクチンに変わる技術となることが期待

「昆虫の機能を活用した新素材の開発」
様々な素材・原料を生み出す国産バイオリアクターであるカイコを活用したグリーンバイオ産業の創出

実施項目
・昆虫を用いた医薬
品等の生産をめざす
スタートアップ企業等
が中心となって、中山
間地域での、経口ワ
クチン素材の生産を
本格化

・経口ワクチンの
臨床試験等、製薬
企業による規制対応
（8年目：2030年
を目標に実用化）

・開発された技術を活
用した飼料添加物・
衛生対策資材や、緊
急時に備えた備蓄用
ワクチンとしての利用
を検討

4年目以降

②動物用経口ワクチン等の投与技術の開発

・経口ワクチン素材等の作出・抗原の
発現確認 （TRL5）
・企業と行政ニーズに基づいて対象とす
る動物と感染症を決定（BRL5）

・抗原タンパク質の動物への経口投与
試験を開始（TRL６）

・経口ワクチン等の機能・性能の実証
（TRL6）
・経口ワクチンのプロトタイプ提供と有
効性確認（BRL6）

実施事業
・細菌やウイルスの抗原を含む経口ワ
クチン素材の開発

実施事業
・経口ワクチンの動物への経口投与試
験および評価

実施事業
・経口ワクチンの疾病予防効果実証と
仕様を決定

①動物用経口ワクチン素材等の開発

・動物への投与試験の結果を受けて、
シルク中の抗原タンパク質等の発現
量を改善（TRL6）

・製薬企業等からのフィードバックによる
仕様設計（TRL7、BRL7）

・組換えカイコと繭の大量生産体制、
繭の加工体制等を整備（TRL7、
BRL7）

出口戦略

〇原料生産事
業への投資誘
発効果
（5社〜）
計15億円程度

〇新たな経口
ワクチン・衛生
対策資材の製
造・販売による
投資誘発効果
（3社〜）

〇新たな感染
症診断薬等へ
の展開による投
資誘発効果
（2社〜）

計35億円程度

動物用医薬品の
研究開発費のうち

50億円程度の
投資誘発を目指す

2年目 3年目



資料５ 実施体制
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７

コンソ外協力研究機関
（予算配分なし）

1 動物用経口ワクチン素材等の開発
農研機構 生物研・佐藤充

2 動物用経口ワクチン等の投与技術
の開発
農研機構 動衛研・楠本正博

経口ワクチン候補・事業化等の検討
動物製薬企業
A社
B社
C社
D社
E社

動物用診断薬等の検討
F社

養殖魚、家畜への投与試験等への協力、製品
使用検討
G社 (医薬品・飼料販売)

豚での投与試験への協力
H社 (養豚、飼料販売)

飼料・添加物としての検討
飼料製造企業(予定) (飼料製造・販売)

「動物用食べるワクチン」の開発
による感染症対策の強化
農研機構 生物研・瀬筒秀樹

1-4 繭の粉砕・加工技術の検討
新菱冷熱工業(株) ・田中幸悦

1-3 繭の大規模無菌製造方法の検討
(株)あつまるホールディングス・渕上博貴

1-2 GMカイコ・繭生産方法の検討
(株)アーダン・森田典彰

2-5 動物用経口ワクチンの開発および事業化の
検討 KAICO(株) ・谷口雅浩 （猫、豚）

2-4 動物用経口ワクチンの開発（猫、豚）
九州大学・日下部宜宏

2-1 経口投与技術の開発と評価（鶏）
農研機構 動衛研・楠本正博

1-1 経口投与素材の開発
農研機構 生物研・佐藤充

1-5 繭の粉砕技術の実証および事業化の検討
ユナイテッドシルク(株) ・河合崇（魚、鶏等）

2-3 動物用経口ワクチンのデザインと評価 (豚)
鹿児島大学・宮田健

2-6 養殖魚用経口ワクチンの投与技術の開発と
評価 九州大学・杣本智軌 （養殖魚）

2-2 経口投与用繭生産と投与法の評価 (豚)
群馬県蚕糸技術ｾﾝﾀｰ・池田真琴
群馬県畜産試験場・青木圭

2-7 コンパニオンアニマル用経口ワクチンの投与
技術の開発と評価（愛玩鳥）
東京農工大学・オブライエン悠木子

1-6 養殖魚およびコンパニオンアニマル用ワクチン
検討 (株)キョーリン・宮本雅彰（魚、愛玩鳥）

協力機関は、一部の機関が３年
目から共同研究機関として参画し、
もしくは事業終了後に臨床試験・
事業化を開始する（予定）

実施体制

PD
農研機構
矢野昌裕

農林水産省「「動物用食べるワクチン」の開発による感
染症対策の強化」運営委員会

構成員：
外部有識者：２名
・免疫学専門家
・家畜衛生学専門家

事務局
・農林水産技術会議事務局
研究開発官（基礎・基盤、環境）室

  対象施策実施体制 マネジメント体制

赤字：事業化を推進する企業



テーマ等（※個別に目標を設定している場合） 当年度目標 目標の達成状況（年度末報告）

①動物用経口ワクチン素材等の開発 ・動物用経口ワクチン素材開発として、重篤な動物
感染症を引き起こす細菌（サルモネラや大腸菌等）
やウイルス由来の抗原タンパク質（製薬企業のニー
ズにより選定）をシルクに発現する組換えカイコを
作出する（5種類程度）(TRL5, BRL5)。

・豚用経口ワクチンとして大腸菌の抗原タンパク質
をシルクに発現する組換えカイコを６種類作出した。
・鶏用経口ワクチンとしてサルモネラの抗原タンパ
ク質を従来の８倍程度高発現する組換えカイコを１
種類作出した。
・シルク経口ワクチン関連特許を２件出願した。
・スタートアップ支援機関に情報提供を行うなど、
事業化に関する検討を開始した。
・スタートアップ企業の事業創出のため速やかな実
用化が期待されるコンパニオンアニマル用や養殖魚
用のワクチンターゲットを選定開始した。
・シルク製造関連スタートアップによる事業化の検
討を開始した。

②動物用経口ワクチン等の投与技術の開発 ・抗原タンパク質（1種類）の動物への経口投与試験
を開始し、抗原特異的な抗体産生等を指標に有効性
を確認する(TRL6, BRL6)。

・サルモネラの抗原タンパク質を発現するシルク
（繭の裁断物）を鶏に経口投与したところ、抗原特
異的な抗体の産生を確認し、サルモネラ菌が肝臓や
膵臓に侵入することを防御できることを確認できた。
・豚への繭加工物の投与条件の検討、及び抗体産生
の確認を開始した。
・豚のウイルスの高分子化ワクチン及び猫のウイル
スの３種混合組換えタンパク質ワクチンの生産と、
マウスでの経口投与試験を行った。
・鶏用サルモネラ経口ワクチンを他の経口タンパク
質と混合し、実用化の検討を開始した（KAICO(株)）
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資料６ 「「動物用食べるワクチン」の開発による感染症対策の強化」の目標及び達成状況（1年目）

〇施策全体の目標  
令和７年度までに、公的機関、大学、生産企業、製薬企業が一体となり、企業と行政ニーズに基づいて決定した感染症をターゲットとするワクチン

素材を開発する。そして、官民共同で経口ワクチンによる疾病予防効果があることを動物試験で実証し、実用化に必要な仕様を決定する。そのために
１年目は、製薬企業のニーズによる経口ワクチン素材（５種類程度）を産生する遺伝子組換えカイコを作出するとともに家畜等への本格的な動物試験
を行う。
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【研究成果及び達成状況】

【出口戦略・研究成果の波及】

【①動物用経口ワクチン素材等の開発】

・豚用として、豚下痢症の抗原タンパク質をシルクに発現する組換えカイコを６種類作出した。
・鶏用として、食中毒を引き起こすサルモネラ抗原タンパク質を従来の８倍程度高発現する組換えカイコを１種類作出した。
・シルク経口ワクチン素材関連特許を２件出願した。
・スタートアップ企業による速やかな実用化が期待されるコンパニオンアニマル用や養殖魚用のワクチンターゲットの選定を開始した。

サルモネラ抗原タンパク質をシルクに発現

サルモネラ抗原

サルモネラ抗原
含有繭組換えカイコ

遺伝子発現法の改良により、
サルモネラ抗原の発現量が
約8倍向上

繭の使用量・コストが1/8に

・家畜に重大な被害（例えばサルモネラでは国内乳牛のみで約30億円/年の被害）をもたらす感染症に対して、原料製造スタートアップのユナイテッド
シルク(株)や、(株)アーダンと鹿児島大が創出した新規スタートアップ、さらに、無菌大規模養蚕を手掛ける(株)あつまるホールディングスからのスピンア
ウトによるスタートアップ（検討中）が中心となって事業化を進め、協力機関として加わっている動物製薬企業と協業して製品化を行う。
・2025年までに本プロジェクトでシルク経口ワクチンの有効性と収益性を示しつつ、制度面の課題を解決して社会実装し、他の重篤な家畜感染症対
策などの施策に反映させる。また、家畜向けよりも早期事業化が期待できるコンパニオンアニマルや養殖魚に応用可能なワクチンも開発することで、利
用場面の拡大をはかる。

タンパク質発現量の改善によって製造コスト削減に成功。今後、投与量・回数(現在は過剰量を投与)を減らすことができれば、
企業の希望コストに近づく見込み。

資料６ テーマごとの研究成果及び出口戦略、達成状況（１年目詳細）

改良法

分
子
量
（

kD
a）

サルモネラ抗原
タンパク質

希釈倍率

マ
ー
カ
ー

約8倍量



【研究成果及び達成状況】

【出口戦略・研究成果の波及】

・鶏へサルモネラ抗原含有繭断片を投与したところ、抗原特異的な抗体の産生と、サルモネラ菌の肝臓や膵臓への侵入を防御できることを確認できた。
・豚への繭加工物の投与条件の検討、及び抗体産生の確認を開始した。
・豚のウイルスの高分子化ワクチン及び猫のウイルスの３種混合組換えタンパク質ワクチンの生産と、マウスでの経口投与試験を行った。

【②動物用経口ワクチン等の投与技術の開発】

切断

繭片：
5mm×5mm

サルモネラ抗原含有繭

経口投与x3 経口投与 経口投与 経口投与採血 採血サルモネラ
感染

サルモネラに特異的な
抗体産生を確認できた

サルモネラ感染後の
臓器への菌の侵入（発症）を予防できた

対照：生理食塩水投与
抗原含有繭：5mm角6回投与

抗原含有繭
（28日齢）

1.5

吸
光
度
（

45
0 

nm
）

0

0.6

1.2

0.3

0.9

**P<0.01（n=5）

対照
（28日齢）

抗原含有繭
（31日齢）

10000

臓
器

1g
あ
た
り
の
菌
数

検出限界以下

100

（n=5）

対照
（31日齢）

鶏の脾臓に侵入したサルモネラ菌数サルモネラ抗原に対する血中抗体価

シルク経口ワクチンの発症予防効果を示せた。今回の結果を基準に、最適なワクチンの投与量・回数を検討し、
ワクチンプロトコールの作成につなげる。

・コンソメンバーのスタートアップ（KAICO(株)）が、豚用ワクチンに関して独自にサナギ経口ワクチンをアジアへ流通させるためにパートナー企業と協力を進めて
おり、シルク経口ワクチンも同様のルートで早期の海外展開を図る。
・家畜よりも早期に実用化が期待できるコンパニオンアニマル（猫）向けのワクチンについては、完成すればKAICO(株)とコンソ外研究協力機関の製薬企業が
協業して販売を行うことで合意ができており、コンパニオンアニマル等へのビジネス展開を図る。
・豚用の高機能ワクチンや、鶏用サルモネラ経口ワクチンと他のワクチンの混合利用などに関しても、KAICO(株)が中心となって取り組んでおり、経口ワクチンの
高機能化、高付加価値化とその早期実用化を目指す。
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資料６ テーマごとの研究成果及び出口戦略、達成状況（１年目詳細）



テーマ等（※個別に目標を設定している場合） 当年度目標 目標の達成状況（年度末報告）

①動物用経口ワクチン素材等の開発 ・組換えカイコにより各種抗原タンパク質がシルク
等に発現していることを確認し、そのうち有望な抗
原タンパク質等（6種類程度）を動物実験に提供する
(TRL6, BRL6)。

・動物への投与試験の結果を受けて、経口投与する
シルクの形状改良やシルク中の抗原タンパク質の発
現量について改善する(TRL6, BRL6)。

-

②動物用経口ワクチン等の投与技術の開発 ・組換えカイコが産生した抗原含有シルク等を用い
た動物試験を開始し（6種類以上）、経口ワクチンと
しての有効性を評価する(TRL6, BRL6)。

・動物種ごとに投与方法（投与量や投与回数等）に
ついて検討する（1～6種類）(TRL6, BRL6)。

-
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資料６ 「「動物用食べるワクチン」の開発による感染症対策の強化」の目標及び達成状況（2年目）

〇施策全体の目標  
令和７年度までに、公的機関、大学、生産企業、製薬企業が一体となり、企業と行政ニーズに基づいて決定した感染症をターゲットとするワクチン

素材を開発する。そして、官民共同で経口ワクチンによる疾病予防効果があることを動物試験で実証し、実用化に必要な仕様を決定する。そのために
２年目は、抗原含有シルク等を用いた動物試験を行い、その結果を受けて、シルクの形状改良やシルク中の抗原タンパク質の発現量の改善と、投与量
や投与回数などについて検討を行う。



テーマ等（※個別に目標を設定している場合） 当年度目標 目標の達成状況（年度末報告）

①動物用経口ワクチン素材等の開発 ・経口ワクチンとしての形状を最適化（安定性、保
存性、投与の簡便性等）(TRL7, BRL7)。

・ワクチン素材の加工体制、大量生産体制等を整備
する（2種程度） (TRL7, BRL7)。

-

②動物用経口ワクチン等の投与技術の開発 ・経口ワクチン（2種程度）による疾病予防効果があ
ることを動物実験で実証する(TRL7, BRL7)。

・動物種および対象疾病に対してワクチンプロトコ
ル（2種程度）を策定する(TRL7, BRL7)。

-
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資料６ 「「動物用食べるワクチン」の開発による感染症対策の強化」の目標及び達成状況（3年目）

〇施策全体の目標  
 令和７年度までに、公的機関、大学、生産企業、製薬企業が一体となり、企業と行政ニーズに基づいて決定した感染症をターゲットとするワクチン
素材を開発する。そして、官民共同で経口ワクチンによる疾病予防効果があることを動物試験で実証し、実用化に必要な仕様を決定する。そのために
３年目は、経口ワクチン素材（２種程度）の大量生産・加工と、動物種（豚・鶏・養殖魚などを想定）と対象疾病ごとのワクチンプロトコル（２種程
度）の作成を行う。
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